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『生物資源経済研究』編集体制の見直しについて

　本誌『生物資源経済研究』は、平成7年（1995年）、大学院再編の一環として農学研究科に生物資源経済

学専攻が発足したのと時期を同じくして、『農業計算学研究』（農業簿記研究施設編）の後継誌として創刊さ

れました。「創刊の辞」では、地域資源、環境、情報、国際化をキーワードとし、生物資源をめぐる産業活

動の発展と生態環境保全との調和に関して国際的視点から研究を深めることを目的として生物資源経済学専

攻が発足したこと、そして、「本誌を専攻教官の成果の発表の場とし、これをもってわれわれ専攻のアイデ

ンティティーを世に問うもの」と位置づけることが宣言されています。

　以来、本誌は20年間にわたり、本専攻の研究活動を端的に示す研究紀要として発刊を続けてきました。こ

の間、創刊から10年を経た平成17年（2005年）には、投稿規定に「原稿の採否は、査読にもとづき編集委

員会が行うこととする」との文言を加えて、編集委員会による内部査読体制に移行しました。その背景には、

自由な研究論文の発表の場であることを尊重しつつも、研究論文の質の保証のために査読体制をとることが

必要であるという認識がありました。さらに平成20年（2008年）には投稿規程に、論文の受理は複数査読

によることが明記されました。しかし、これまでの査読体制は、通常の学会誌の投稿論文の査読が複数の匿

名の査読者による厳格な査読に基づいており、その採択率も一般に高くはないことを考えるとき、やはり不

十分であると言わざるを得ないのが実情です。とくに近年、研究者倫理の確立が強く求められ、かつ研究論

文のあり方が社会的に大きな関心を集めるなかで、果たして本誌掲載の研究論文を現状のまま「査読つき研

究論文」と称していいのか、そうした疑問が内部から寄せられるようになりました。これを受け、編集委員

会では、学術誌に準じた査読体制に移行するか、それとも査読なしの研究論文とするのが望ましいのか、こ

れに関して時間をかけて議論してきました。その結果、本誌掲載論文は創刊の原点に返って「査読なしの研

究論文」とすること、ただし、本専攻の名に値する水準の研究論文の掲載を保証するため、従来通りの編集

委員会による審査を行っていくこと、以上二点を確認しました。これにより業績上の扱いとしては、本誌掲

載論文は、第10号 (2005年）から第19号（2014年）までが「査読つき研究論文」、創刊から第9号 (2003年） 

まで、および本号以降が「査読なし研究論文」となります。

　近年、つとに指摘されるように、農業経済学をはじめとして、生物資源経済学関連分野の研究論文の発表

点数は飛躍的に増加していますが、それはいわゆる個別報告論文の量産化によるところが大きく、逆に本格

論文ともいうべき重厚なフルペーパーは嘆かわしいほどに減少しているのが実情です。もし今後もそうした

研究論文の小粒化が極限までに進めば、業績リストばかりが長くなる一方で、一つ一つの研究成果はごく一

部の狭い範囲の人々のみによって認知されるに過ぎなくなり、その結果として、公共的な場での学術的な言

説空間が崩壊の危機に瀕する可能性すら否定できません。本誌は、今後も本専攻の研究発表の重要な媒体で

あり、その意味で研究活動のバロメーターであることに変わりありませんが、生物資源経済学という共通の

ディシプリンを基盤とした学問的な志の高い研究機関の「紀要」であることで、大学研究者としての矜恃に

恥じない本格論文、学術雑誌の形式に収まりきれない重厚な論文、さらには若々しく実験的で挑戦的な論文

など、刺激的で独創的な論考を多数掲載することを目標にしたいと思います。そうすることで、新たなパラ

ダイムを生み出すような媒体物になることが、本誌の社会的使命であると考えるところです。

            2015年2月13日　「生物資源経済研究」編集委員会（委員長：足立芳宏）
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『生物資源経済研究』 規定

1． 投稿資格・著作権・編集要領

　1）  単著論文の投稿資格者は、 生物資源経済学専攻 （以下、 専攻と略記） 教員、 本専攻在籍中ないし在籍後５年以内の内地

研究員・外国人招聘学者・外国人共同研究者、 および編集委員会で特に認めたものとする。 なお、 別途定める 『生物資

源経済研究』 内規に基づき、 本専攻の院生（およびこれと同等以上と認められる者） も、 専攻会議の了承のもとに投稿

できる。 

　2）  共著論文の第一執筆者は本専攻教員に限定するものとする。 

　3）  著作権：本誌に掲載された論文・抄録の著作権は、 本専攻に属するものとする。 なお執筆者自身が自らの論文を利用

することは差し支えないものとする。 

　4）  原稿の採否の決定：原稿の採否は、 編集委員会が決定することとする。 採用決定日をもって受理日とする。 

　5）  発行回数と別刷り：年１回発行を原則とする。 別刷りは各原稿当たり50部まで無料で著者に贈呈し、 それ以上は著者

の実費負担とする。 

　6）  著者校正：著者校正は原則として２回行う。 誤植以外の加筆・修正はできないこととする。 

２． 執筆要領

　1）  原稿種別は論文と研究ノートの２種とし、 投稿者は投稿時に種別を明記する。 

　2）  原稿枚数は、 図・表を含め、 和文の場合は横書き400字詰め原稿用紙換算で50枚以内、 英文の場合は、 A ４用紙にダブ

ル・スペース （28行、 １行10～15単語） で30枚以内を目安とする。 和文の場合は英文抄録 （300単語以内） と英文題名

を、 英文の場合は和文抄録 （800字以内） と和文題名を投稿時に添付する。 原稿は完成原稿とそのハード・コピー２部を、 

データ・ファイルを添付の上で、 編集委員長ないし副委員長に提出するものとする。 

　3）  特殊な専門用語・学術用語のほかは、 原則として新仮名遣い・常用漢字を使用する。 

　4）  論文の節項表示は、 1．（1）、 1）、 a のようにする。 

　5）  単位は％、 kg、 ha などの略号を用い、 数字は５億6，728万などと表す。 

　6）  図表は、 図１、 表１（Fig1. Table 1） のように示す。 また図表の挿入位置については、 完成原稿の右余白に朱書きで明

示する。 

　7）  本文注記は各頁ごとではなく本文末尾に一括して掲載する。 また引用文献は注記を原則とし下記の要領によるものと

するが、 各分野学会誌の様式に準じた表記も認める。 

　　1）  和文の場合

　　　a. 著者名 『書名』 （シリーズ名）， 出版社， 出版年 （奥付けによる）， ページ . 

　　　b. 執筆者名 「論文名」， 編著者名 『書名』 （シリーズ名）， 出版社， 出版年， ページ . 

　　　c. 執筆者名 「論文名」， 『雑誌名』 巻号 （年月）， ページ . 

　　2）  欧文の場合

　　　a. 名頭文字 . 姓， 書名 （出版他：出版社， 出版年）， p. （または pp. ）

　　　b. 名頭文字 . 姓， “論文名”， 雑誌名， 巻号 （月， 年）， p. （または pp. ）

付　　記

　（1） 本規定の改正は専攻会議の承認を得なければならない。 

　（2） 本規定は平成 ７年９月14日より実施する。 

　（3） 本改正は平成13年７月31日より実施する。 

　（4） 本改正は平成17年２月 １日より実施する。 

　（5） 本改正は平成20年１月 １日より実施する。

　（6） 本改正は平成27年１月 8 日より実施する。
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『生物資源経済研究』 第20号の編集を終えて

　生物資源経済学専攻紀要『生物資源経済学』は今号でちょうど第20号になります。創刊が大学院重点化が
はじまったころで、この20年間は国立大学法人化や大学のグローバル化など、大学が急速な変化を遂げる時
期に重なります。定員削減や競争的資金獲得のためのペーパーワークの増大など、大学人の多忙化が日々嘆
かれる中で、こうして本誌を発刊し続けてきたことをまずは喜びたいと思います。本号では日本とアジアを
中心とした研究論文五本を収めることができました。執筆していただいた方に、まずは御礼申し上げます。
　ところで、今年に入ってからこの国の「ピケティ・ブーム」が止まりません。難解な専門書が爆発的に売
れるという点では、私の世代ですと1980年代初頭のニューアカデミズムの流行が想起されますが、あのとき
の流行は国内のアカデミック・ジャーナリズムの世界に限定されたものでした。今回は質量ともに、それ以
上。『21世紀の資本』という書物の学問的な内容をこえた特異な一過性の社会現象が生じているのでしょう。
それでも、救いと思われるのは、本書が「主に富と所得の歴史的な変動を理解しようという15年にわたる研
究に基づいている」という言葉からはじまっていること。業績主義に呪縛された小粒な短期的研究ではなく、
かつてのニューアカデミズムの派手さはないが、長期にわたる地味な実証研究の価値が再発見されたという
のであれば、その点は評価できるかと考えています。本専攻紀要も、そんな精神を忘れずに、肝を据えた研
究論文を今後も掲載し続けることができたらと思います。
                                                                                     平成27年3月4日　足立  芳宏（編集委員長）  

『生物資源経済研究』 第20号編集委員 （五十音順） 
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